〈消費税廃止各界連〉

08年６月定例行動の宣伝用スポット（08年６月18日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん、６月13日には２度目の天引きがおこなわれた「後期高齢者医療制度」など医療制度の改悪に加え、下がる年金、上がる保険料で社会保障はズタズタにされています。それなのに政府や財界、一部マスコミはまたもや、「社会保障のため」といって消費税増税論議を前倒しで始めようとしています。福田首相は６月17日の記者会見で、ついに「消費税率の引き上げを決断する時期」と表明しました。官房長官や与党の公明党などは「この秋冬で決めるとの趣旨ではない」と打消しにやっきですが、社会保障を口実に庶民に大増税を押し付けようという考えであることは、否定しようがない事実です。日本経団連の御手洗会長は「来年度で少なくとも２～３％上げるべきだ」といっています。政府の社会保障国民会議は「年金を全額税方式でまかなうとすれば最大で消費税は18％になる」との脅かしの数字を示し、「増税やむなし」へ世論誘導を狙っています。６月末に出される政府の「骨太方針２００８」でも「消費税増税方針」が打ち出される予定です。いよいよ国民が「消費税増税反対」の大きな声を上げるときです。

みなさん、07年度末までに国民が支払った消費税は１８８兆円ですが、大企業の法人税などは１５９兆円も減収になりました。ここには、消費税が福祉のためではなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。お年寄りが増えていくことは20年以上前から分かっていたことです。社会保障充実のために消費税を使っていれば、現在のようになるはずはありません。これほどまでに社会保障を悪くし、世代間の対立をあおり、お年寄りを大事にしない政治を続けておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。国民生活はどうでしょうか。この間９年連続で給料が減るなど、暮らしはますます厳しくなっています。非正規社員は増大、年収２００万円以下の人は１０００万人を超えました。また、原油高・原材料高、食料品をはじめとした日用品の値上がり、暫定税率の復活と投機によるガソリンの値上げなどで低所得者、高齢者、零細企業は大変な苦労をしています。「構造改革」の強行で貧困と格差がいっそう深刻になり、毎年２２００億円も社会保障予算を削るという冷酷な政府の福祉破壊により、国民のあちこちから悲鳴が上がっています。
一方、もうかったのは大企業です。２００６年の資本金10億円以上の大企業の経常利益は32兆８千億円とバブル期を大きく上回り、過去最高となりましたが、納めた税金は横ばいです。これは法人税率を10％以上も引き下げているからです。株でもうける人にも税率を10％にまけてやるという軽減税率を続けています。これこそ、弱者には自己責任を押しつけ、強いものは政府をあげて応援するという、「逆立ち」政治そのものではないでしょうか。この上に、消費を冷やす最悪の大衆課税であり、弱者に重い逆進的な税制で、中小企業の営業破壊税である、消費税を増税するというのは、まったく最悪の選択でしかありません。

みなさん。いま、やるべきは、大企業・大資産家に「もうけにふさわしい税金を負担させること」です。さらに防衛予算やむだな道路建設の計画などにもメスを入れることです。官僚と商社の癒着で水増しが明らかになった防衛予算は約５兆円も使われています。沖縄の米軍をグアムに移転するために７千億円の支出を決め、さらに米軍再編などに３兆円以上も出そうとしています。アメリカいいなりに出し続けてきた「思いやり予算」は年間２０００億円、累計で５兆円以上にもなりました。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
